二酸化炭素排出量の要因分析と排出量削減の可能性 : 日本の鉄鋼業・化学工業 by 脇山 尚子























低炭素型発展 1に向けた国際的な議論が、国連環境開発会議（Rio+20: United Nations 
Conference on Sustainable Development）や気候変動枠組条約締約国会議（UNFCCC COP: 
United Nations Framework Convention on Climate Change Conference of the Parties）などで行な
われてきた。更に、各国で気候変動対策として様々な取組が実施されてきた。しかし、2013
年9月に公表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC: Intergovernmental Panel on Climate 
Change）第1作業部会第5次報告書では、「化石燃料の燃焼やセメント生産による二酸化炭素
（CO2: Carbon dioxide）の年排出量は、2002～2011年の平均で1年当たり8.3GtC…であり2、
1990年の水準を54%超えている」（IPCC 2013; 気象庁 2013）と報告されていることから、
                                                        
1 低炭素型発展の定義等に関しては、UN ウェッブサイト
(http://sustainabledevelopment.un.org/index.php?menu=1448)又は Urban and Nordensvärd (2013)を参照 
2 Gt-C(e)：ギガトン炭素換算量 Giga Tones of Carbon (Equivalent)：二酸化炭素排出量を炭素に換算し、ギガトン単


































                                                        












図 1．製造業の CO2排出量、エネルギー消費と経済活動 
 
 
















                                                        
6 総合エネルギー統計（資源エネルギー庁 アクセス：2013 年 10 月） 
7 鉱工業生産指数（IIP）（経済産業省 統計 アクセス：2013 年 10 月） 
8 2002 年には、京都議定書を締結し、2008 年から 2012 年までの平均排出量を 1990 年比 6%の温暖化効果ガス
排出量を削減することを約束した。 
9 METI, 2010. エネルギー基本法 2010 年 6 月 Ministry of Economy, Trade and Industry (Japanese) 
10 2013 年 12 月の現時点で日本の全ての原子力発電が停止している：
























省庁における調査研究が多く実施されているが（METI 2013b; 三菱総業研究所 2010; 環境
省 2001）、学術論文としてはそれほど例が多くない。一方、日本のエネルギー消費量におけ
る要因分析（IEEJ 2011）や地域別の CO2排出量の要因分析として都道府県単位での比較分
析（渡邉 2012; 長谷川 2006; 三浦・外岡 2002）、国別での比較分析（Ang 2004; 松岡・村上 
2000）などは多くの研究者によって実施されてきた。また、石油危機後の省エネルギー、
特に鉄鋼業の省エネルギーに関する定量及び定性的な要因分析も多くの文献が存在する 
























きた（加治木・木村 2009, 一田 他 2008; 上園 1997）。鉄鋼業では、例えば、1973 年から
1990 年の省エネルギーの促進要因として、高炉炉頂圧発電（TRT: Top-pressure Recovery 
Turbine）、コークス乾式消火（CDQ: Coke Dry Quenching）、転炉ガスの回収などの積極的な
設備導入や、鉄鋼の加工工程で処理を連続して行なう連続鋳造システムの導入などがエネ
ルギー原単位の改善に大きく貢献してきた。1973 年から 1990 年までに TRT と CDQ 技術の




また Kagawa＆Inamura（2000）は、産業連関構造要因分析モデル（I-O SDA: Input-output 







同様の見解は、日本のエネルギー需要と CO2 排出量予測の定量分析を行なった Hunt＆
Ninomiya（2005）の研究結果でも見られる。Hunt＆Ninomiya（2005）は、計量経済モデル
によるエネルギー需要の変化の要因分析を行なうと共に、エネルギー需要の時系列分析か














































12経団連の環境自主行動計画 http://www.meti.go.jp/english/press/2013/0708_03.html  (accessed May 2013) 
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業種 目標指標 基準年度 目標水準 
電力 電気事業連合会 CO2 排出原単位 1990 年度 ▲20% 
鉄鋼 日本鉄鋼連盟 エネルギー消費量 1990 年度 ▲10%  
化学 日本化学工業協会 エネルギー原単位 1990 年度 ▲20%  
紙パルプ 日本製紙連合会 CO2 排出原単位 




（社）セメント協会 エネルギー原単位 1990 年度 ▲3.8%  
板硝子協会 CO2 排出原単位 
エネルギー原単位 1990 年度 
▲22% 
▲21%  
石炭製造工業会 CO2 排出量 




日本産業機械工業会 CO2 排出原単位 1997 年度 ▲12.2% 
日本建築機械工業会 エネルギー原単位 1990 年度 ▲15%  
日本工作機械工業会 エネルギー消費量 
エネルギー原単位 1997 年度 
▲6% 
▲6%  
電気・電子 4 団体 CO2 排出原単位 1990 年度 ▲35%  
非鉄金属 
日本アルミニウム協会 エネルギー原単位 1995 年度 ▲11%  
日本伸銅協会 エネルギー原単位 1995 年度 ▲9.05% 


















                                                        
13 経団連: http://www.keidanren.or.jp/en/policy/index07.html 
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 るが、石油等消費動態統計は 1997 年に調査対象の範囲の変更が行なわれたため、鉄鋼業及
び化学工業においてもいくつかのデータが廃止され、調査対象範囲が変更されている（戒
能 2012、NIES 2013）。そのため、最終エネルギー消費量データにおいて 1990~1997 年度ま
でと 1998 年以降で時系列の一貫性がなく乖離が見られる。更に、GIO で掲載されている CO2
排出量は総合エネルギー統計で示されたエネルギー消費量を用いているため、CO2 排出量デ
ータにも 1997 年度までと 1998 年度以降で乖離が見られる。そこで、本稿での分析として、
















位に分解し（式（1）参照）、1970 年代から 1990 年代に至るまでの長期的な変化を分析した。 
 
Ci= Y୧ ൈ ୉౟ଢ଼౟ ൈ
େ౟
୉౟    ……………………..（1） 
 
式（2）における C は i 国の CO2総排出量、Yiは総産業活動、Eiは総エネルギー消費量を
示しており、Ei/Yi はエネルギー原単位、Ci/Ei は二酸化炭素原単位を表わしている。この分
析により富田（2000）は、1970 年代、1980 年代、1990 年代の二酸化炭素の原単位の減少は、
石油から天然ガスへのシフト及び原子力発電の増加といった燃料転換によるものであると




                                                        
14 直接排出は発電の時に排出される CO2 排出量を、電力を供給する発電所での排出として表わす。一方、間接
排出は発電の時に排出される CO2 排出量を電気を使用する各産業部門での排出みなし、計上する。 
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 生産活動、産業構造、分野別エネルギー原単位、燃料ミックス、二酸化炭素原単位の 5 つ
の要因に分解した（式（2）参照）。 
 






୉౟ౠ୧୨ …………………. （2） 
 
ここでは C は産業全体の CO2排出量、Cij は産業部門 i の燃料ｊから発生する CO2排出、
Eij は産業部門 i の燃料ｊのエネルギー消費を表わしており、燃料ミックスの変数は Eij/Ej、
CO2 排出係数は Cij/Eij.で示されている。 












ここでは、Ci は製造業 i 部門における CO2の排出量、Yi は i 部門の生産活動、Ei は i 部
門のエネルギー消費量を示しており、Ei/Yi はエネルギー原単位、Ci/Ei は二酸化炭素原単位
を表わしている。 
本節での CO2排出要因分解分析は、1990 年度を基準値とした 1991 年度から 2011 年度ま
での CO2 排出量の変化を、生産活動、エネルギー原単位、二酸化炭素原単位の変化に分け
分析した。時間軸として、1990 年度を 0 とし、T 年（1991 年度～2011 年度）の CO2 排出量
の変化を加法的分解で求める（式（4）参照）。 
 
∆C୧ ൌ C୧୘ െ C୧଴  




った。分析結果として、1 年毎の 1990 年度比の変化を図 2、3 で示した。鉄鋼業の分析結果
では、1998、2007、2009 年度に観測される CO2排出量の上昇及び下降の要因をみると、1998
年度と 2009 年度の CO2排出量の削減は、主に生産活動の減少と二酸化炭素原単位改善に寄
















しては次節の 5 節にて詳しく検討することにする。 
 
図 2．鉄鋼業の CO2 排出量の推移と 1990 年度比 CO2排出量変化（1991~2011 年度） 
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図 3．化学工業の CO2 排出量の推移と CO2排出量変化の要因分析結果（1990~2011 年度） 
 















































































 ∆C ൌ α൅ βଵ∆Cୟୡ୲ ൅ βଶ∆Cୣ୧୬୲ ൅ βଷ∆Cୡ୧୬୲ ൅ ε୧୲ ………（5） 
 
CO2 排出量の変化率∆Cは、式（4）で示した式を用いて、重回帰を示す確率的レベルであ
る切片 α と確率的傾き β、誤差項はε୧୲で表わしている。分析結果は、鉄鋼業の場合、各変
数の弾性値は、生産活動、二酸化炭素原単位、エネルギー原単位、それぞれ 1.088、0.985、
0.885 と表わされた（決定係数 0.910、調整決定係数 0.994、AIC 15.56、SC 15.76、t 値はそれ
ぞれ 45.16、10.68、25.93 であった）。一方、化学工業では、それぞれ 0.975、1.193、1.074
と示された（決定係数 0.996、調整決定係数 0.995、AIC 13.89、SC 14.06、t 値はそれぞれ 44.18、
49.60、52.83 であった）。この結果から鉄鋼業の CO2排出量の変化は、生産活動及び二酸化
炭素原単位の変化によるところが大きい一方で、化学工業は二酸化炭素原単位及び生産活





を当て、これらの 2 つの原単位に変化をもたらす要因を検討することにする。 
 
5-1．二酸化炭素原単位の要因分析 
前節の図 2 と 3 の二酸化炭素原単位の動向結果から、鉄鋼業及び化学工業の二酸化炭素
原単位は 1990 年度に比べ改善していることが分かる。このことから、これらの産業部門に
おいて 1990 年以降に CO2排出量の少ないエネルギー源への転換が行なわれ、二酸化炭素原











୉౟୨  ....（6） 
 
算定式（6）では、Cij は産業部門 i における化石燃料 j の燃焼に伴う CO2 排出量（ktCO2）、
Eij は部門 i における化石燃料 j のエネルギー消費量（TJ）を示している。また、Ci/Ei は i
部門の二酸化炭素原単位を表わし、Eij/Ei は i 部門の総エネルギー消費量における j 燃料の
エネルギー消費量の割合を示している。 
鉄鋼業と化学工業は、二酸化炭素原単位が 1990 年度以降、改善傾向にあり、鉄鋼業の場
合、表 2 で示したように、1990 年度からコークス及び重油の消費量が削減していることか
ら、1990 年度から CO2排出係数の高いコークスから少ないエネルギー源への転換がみられ、
これが CO2 の総排出量の削減に貢献したと見ることができる。高炉製鉄工程の操業におい
てコークス用原料炭を節約する微粉炭吹込操業技術（PCI: Pulverized Coal Injection）という
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 操業技術が導入され、普及したことがコークス類のエネルギー消費量が減少した一つの要
因と見ることができる（戒能, 2006, 2010）。一方で、2010 年度から 2011 年度を見てみると、
コークスにおける CO2 排出量の継続的な低減や高炉製銑や電気炉における廃棄物エネルギ
ー回収が 2010 年度は 387TJ、2011 年度には 1,557TJ を実現したにもかかわらず15、CO2排出
量は増加し、二酸化炭素原単位は悪化している（表 2）。これは、電力セクターからの CO2
排出量の増加に起因していると言える。つまり、2010 年度と 2011 年度の一般電気事業者の
平均実排出係数を比べてみると、2010 年度では 0.000413 だった排出係数が 2011 年度には
0.000510 CO2/kWh へと増加しており16、これが二酸化炭素原単位悪化の 1 つの要因となった
と言える。また、CO2 の直接排出量及び間接排出量の違いをみてみると、鉄鋼業において、
2010 年度から 2011 年度の CO2排出量は、直接排出量では-4,698 kt-CO2と減少しているにも







表 2. 燃料別 CO2排出量の推移（鉄鋼業の場合）                             （kt-CO2） 
  
                                                        






















が行なわれた影響も考えられるが、表 4 から 2000 年度から 2005 年度にかけて自家用発電
の CO2 排出量の大きな削減が観測されることや、全体の CO2 排出量に対する自家用発電の




表 3. 燃料別 CO2排出量の推移（化学工業の場合）   
 
データ及び算出方法は表 2 に同じ 
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 5-2．エネルギー原単位の要因分析結果 
次に、エネルギー原単位の変化を概観してみると、前節の図 2, 3 の要因分解分析の結



















学工業協会の報告書20によると、1997 年度から 2004 年度までの省エネルギー累計投資額は
2750 億円であり、省エネルギー促進のための新規設備や設備改造、熱量回収などを実施し
てきたことが分かる。更に、2010 年度までの省エネルギー投資累計額は 5085 億円に達し、
エネルギー消費量の削減効果は 4.40 million kl であったと報告されている。こうした投資や








                                                        
18 環境自主行動計画・低炭素社会実行計画 温暖化対策フォローアップ 一般財団法人日本経済団体連合会
https://www.keidanren.or.jp/policy/vape.html 
19 内閣府が掲載している民間企業資本ストックデータの純除去額参照 

















































CI=f（I, S, EP, D1998） …….（7） 
 
ここでは CI は二酸化炭素原単位（二酸化炭素排出量（kt-CO2）／エネルギー消費量（TJ））
を表わし、I は設備投資（100 万円）、S はエネルギー合理化関連補助金（100 万円）、EP は





lnCI୧ ൌ α ൅ βଵlnI୧,୲ ൅ βଶlnS୲ ൅ βଷEP୲ ൅ βସD1998୲ ൅ ε୧,୲ …….（8） 
 
lnCI は二酸化炭素原単位の自然対数を表わし、lnI は設備投資の自然対数、lnS はエネルギ
























（補助金 3）、エネルギー使用合理化特定設備等資金利子補給金（補助金 4）の 4 つのカテ
ゴリーに分けた。補助金 2，3 はそれぞれ技術開発や技術改善を目的としているため、ここ













この補助金 1, 4 のデータをモデル（8）に当てはめ、どちらの補助金変数の当てはまりが














                                                        
21 経済産業省の H23 エネルギー使用合理化特定設備等資金利子補給金より抜粋 
22 分析対象期間として、補助金 4 の過去データは 1993 年から 2011 年まで取得することができる一方で、設備投資




KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.1 (March 2014)
 適なモデルであるかを検証する。モデルの特定のために、次の 3 つのモデルを想定する。
最小二乗法を用いた重回帰（モデル１：モデル（8）に同じ）、自己回帰（AR）モデル（モ
デル 2）、移動平均（MA）モデル（モデル 3）。各モデルに対して各検定を用いて有意性を
検証した。その結果、鉄鋼業及び化学工業ともモデル 1 が採択された。モデル 1 を用いて
分析した結果は、表 4, 5 で示された通りである。 
 
表 4．鉄鋼業の二酸化炭素原単位のモデル推定結果（補助金 4） 
弾性値推定値 OIL COAL  GAS  
設備投資 LOG（INV_S） -0.0032 -0.0011  -0.0031  
補助金 LOG（SUB4） -0.0015 *** -0.0013 ** -0.0015 *** 
燃料価格 LOG （Fuel） 0.0003 -0.0004  0.0004  
1998 年度ダミー変数 DUMMY1998 -0.0013 ** -0.0009  -0.0014 * 
残差診断 OIL COAL  GAS 
歪度 Skewness 0.2855 -0.4060  0.2798 
尖度 Kurtosis 2.1026 2.4749  2.1136 
 
系列相関 LM 検定    F-statistic 
(Breusch-Godfrey Serial Correlation 












不均一分散検定      F-statistic 









ダービンワトソン検定 DW 2.4256 2.3970  2.4943 
対数尤度 Log likelihood 101.15 101.15  101.00 
F 検定 F-statistic 4.1246 4.1288  4.0013 
Akaike info criterion -12.018 -12.019  -12.000 
Schwarz criterion -11.777 -11.778  -11.759 
R 二乗 R-squared 0.6000 0.6002  0.5927 
自由度調整済 R 二乗 0.4545 0.4548  0.4446 




DW 検定では、 1 階の自己回帰（AR）モデルを想定した結果、Box–Ljung Q 検定では、1
階の残差自己回帰モデルの Q 総計量を示している。 
 
 






 表 5．化学工業の二酸化炭素原単位のモデル推定結果（補助金 4） 
弾性値推定値 OIL COAL  GAS  
設備投資 LOG（INV_CH） 0.0008 0.0016  0.0005  
補助金 LOG（SUB4） -0.0015 * -0.0012  -0.0015 * 
燃料価格 LOG （Fuel） -0.0003 -0.0006  -0.0003  
1998 年度ダミー変数 DUMMY1998 -0.0112 *** -0.0112 *** -0.0113 ***
残差診断 OIL COAL  GAS  
歪度 Skewness -0.4570 -0.4886  -0.4669  
尖度 Kurtosis 2.7461 2.5990  2.7030  
 
系列相関 LM 検定    F-statistic 
(Breusch-Godfrey Serial Correlation 














不均一分散検定      F-statistic 










ダービンワトソン検定 DW 1.9973 1.9756  1.9971  
対数尤度 Log likelihood 93.000 93.108  92.932  
F 検定 F-statistic 94.740 96.067  93.914  
Akaike info criterion -10.759 -11.014  -10.992  
Schwarz criterion -10.988 -10.772  -10.750  
R 二乗 R-squared 0.9718 0.9722  0.9716  
自由度調整済 R 二乗 0.9615 0.9621  0.9612  




DW 検定では、 1 階の自己回帰（AR）モデルを想定した結果、Box–Ljung Q 検定では、1


















とにした。具体的には、1990 年度から 2011 年度までの各産業部門における合理化・省力化
のための投資額の比率を部門毎の新規設備投資額に乗じた額を合理化・省力化のために費
やされたと設備投資額と想定した。合理化・省力化のための新規設備投資を変数とした計
量分析のモデル結果を表 6, 7 に示した。 
 
表 6．鉄鋼業の二酸化炭素原単位の重回帰モデル推定結果（投資動機別） 
弾性値推定値 OIL COAL  GAS  
設備投資 LOG（INV_S） -0.0002 -0.0002  -0.0002  
補助金 LOG（SUB4） -0.0010 ** -0.0011 *** -0.0010 ** 
燃料価格 LOG （Fuel） -0.0002 -0.0007 * -0.0004  
1998 年度ダミー変数 DUMMY1998 -0.0007 -0.0007  -0.0006  
残差診断 OIL COAL  GAS  
 
不均一分散検定      F-statistic 















系列相関 LM 検定    F-statistic 
(Breusch-Godfrey Serial Correlation 












ダービンワトソン検定 DW 2.3253 2.4248  2.3267  
Akaike info criterion -11.776 -12.021  -11.794  
Schwarz criterion -11.534 -11.779  -11.552  
R 二乗 R-squared 0.4902 0.6009  0.4992  
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 表 7．化学工業の二酸化炭素原単位の重回帰モデル推定結果（投資動機別） 
弾性値推定値 OIL COAL  GAS  
設備投資 LOG（INV_CH） -0.0018 -0.0019  -0.0018  
補助金 LOG（SUB4） -0.0018 ** -0.0018 *** -0.0018 ** 
燃料価格 LOG （Fuel） 0.0000 -0.0002  -0.0001  
1998 年度ダミー変数 DUMMY1998 -0.0115 *** -0.0116 *** -0.0115 ***
残差診断 OIL COAL  GAS  
 
不均一分散検定      F-statistic 












系列相関 LM 検定    F-statistic 
(Breusch-Godfrey Serial Correlation 












ダービンワトソン検定 DW 2.2026 2.1913  2.2000  
Akaike info criterion -11.077 -11.089  -11.078  
Schwarz criterion -10.836 -10.847  -10.836  
R 二乗 R-squared 0.9739 0.9742  0.9739  





































lnEI୧ ൌ α ൅ βଵlnI୧,୲ ൅ βଶlnS୲ ൅ βଷEP୲ ൅ βସD1998୲ ൅ ε୧,୲ …….（10） 
 
lnEI は i 部門のエネルギー原単位の自然対数に変換した値を表わし、lnI は設備投資の自




二酸化炭素原単位の計量モデルで行なったように、補助金 1, 4 のデータをモデル（10）
に当てはめ、どちらの補助金変数の当てはまりが良いかを検証した。その結果、鉄鋼業、

















 表 8．鉄鋼業のエネルギー原単位のモデル推定結果（補助金 1） 
弾性値推定値 OIL COAL  GAS  
新規設備投資 LOG（INV_S） -0.0337 ** -0.0408 *** -0.0316 ** 
補助金 LOG（SUB1） -0.0276 *** -0.0226 *** -0.0256 *** 
燃料価格 LOG （Fuel） 0.0103 ** 0.0147 *** 0.0127 ** 
1998 年度ダミー変数 DUMMY1998 0.0321 *** 0.0299 *** 0.0303 *** 
AR（1） -0.6637 **   
残差診断 OIL COAL  GAS 
歪度 Skewness -0.9939 0.2048  -0.6895 
尖度 Kurtosis 3.8014 1.8230  3.9579 
 
不均一検定分散      F-statistic 











系列相関 LM 検定    F-statistic 
(Breusch-Godfrey Serial Correlation 












ダービンワトソン検定 DW 2.2302 2.4026  2.0388 
対数尤度 Log likelihood 71.984 77.736  70.796 
F 検定 F-statistic 22.638 60.661  19.295 
Akaike info criterion -7.8804 -8.9670  -7.7407 
Schwarz criterion -7.6354 -8.6773  -7.4957 
R 二乗 R-squared 0.8830 0.9681  0.8654 
自由度調整済 R 二乗 0.8440 0.9521  0.8206 




DW 検定では、 1 階の自己回帰（AR）モデルを想定した結果、Box–Ljung Q 検定では、1
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 表 9．化学工業のエネルギー原単位のモデル推定結果（補助金 1） 
弾性値推定値 OIL COAL  GAS  
新規設備投資 LOG（INV_CH） -0.0011 -0.0074  0.0007  
補助金 LOG（SUB1） -0.0092 ** -0.0106 ** -0.0099 ***
燃料価格 LOG （Fuel） -0.0041 -0.0013  -0.0066  
1998 年度ダミー変数 DUMMY1998 0.0030 0.0029  0.0040  
残差診断 OIL COAL  GAS  
歪度 Skewness 0.7473 0.4102  0.7407  
尖度 Kurtosis 4.2121 3.5753  3.8415  
 
系列相関 LM 検定    F-statistic 
(Breusch-Godfrey Serial Correlation 














分散不均一検定      F-statistic 














ダービンワトソン検定 DW 1.1508 1.3117  1.2182   
対数尤度 Log likelihood 71.814 71.187  72.046   
F 検定 F-statistic 13.186 12.034  13.633   
Akaike info criterion -7.8605 -7.7867  -7.8878   
Schwarz criterion -7.6155 -7.5416  -7.6427   
R 二乗 R-squared 0.8147 0.8005  0.8196   
自由度調整済 R 二乗 0.7529 0.7339  0.7595   




DW 検定では、 1 階の自己回帰（AR）モデルを想定した結果、Box–Ljung Q 検定では、1
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 数においては正に有意と示されており、これは 4 節の要因分解分析でも示したように、鉄









有意となったため、White 修正を行なった。その結果は表 11 で示した通りである。 
 
表 10．鉄鋼業のエネルギー原単位の重回帰モデル推定結果（投資目的別） 
弾性値推定値 OIL COAL  GAS  
設備投資 LOG（INV_S） -0.0037 -0.0037  -0.0041  
補助金 LOG（SUB1） -0.0289 *** -0.0280 *** -0.0283 ***
燃料価格 LOG （Fuel） 0.0025 0.0041  0.0025  
1998 年度ダミー変数 DUMMY1998 0.0364 *** 0.0361 *** 0.0360 ***
残差診断 OIL COAL  GAS  
 
不均一分散検定      F-statistic 










系列相関 LM 検定    F-statistic 
(Breusch-Godfrey Serial Correlation 












ダービンワトソン検定 DW 1.7793 1.8655  1.7545  
Akaike info criterion -7.3967 -7.4674  -7.3780  
Schwarz criterion -7.1517 -7.2224  -7.1330  
R 二乗 R-squared 0.8102 0.8231  0.8066  
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 表 11．化学工業のエネルギー原単位の移動平均モデル推定結果（投資目的別） 
弾性値推定値 OIL COAL  GAS  
設備投資 LOG（INV_CH） 0.0102 0.0087  0.0083  
補助金 LOG（SUB1） -0.0113 ** -0.0136 *** -0.0117 ** 
燃料価格 LOG （Fuel） -0.0046 * -0.0033  -0.0064  
1998 年度ダミー変数 DUMMY1998 0.0056 0.0059  0.0060  
残差診断 OIL COAL  GAS  
 
不均一分散検定      F-statistic 















系列相関 LM 検定    F-statistic 
(Breusch-Godfrey Serial Correlation 












ダービンワトソン検定 DW 1.2581 1.3939  1.3326  
Akaike info criterion -7.9435 -7.8165  -7.9440  
Schwarz criterion -7.6985 -7.5715  -7.6989  
R 二乗 R-squared 0.8294 0.8063  0.8295  













から 2011 度年までに CO2排出量の変化にどの程度の影響を与えたかを特定した。CO2排出
量の変化がエネルギー消費量の変化と比例していた 1990 年以前は、生産当たりのエネルギ
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 Table1. 鉄鋼業及び化学工業の計量分析結果 
産業部門 鉄鋼 化学 
変数 係数 t値 係数 t値 
C 1295.414 4.737 65.904 0.489 
二酸化炭素原単位 1.088 45.164 0.975 44.183 
生産活動 0.955 10.676 1.193 49.588 
エネルギー原単位 0.885 25.932 1.073 52.831 
決定係数 0.995  0.996  
調整済み決定係数 0.994  0.995  
 
 
Appendix 2．鉄鋼業の二酸化炭素原単位のモデル推定結果（補助金 1） 
弾性値推定値 OIL COAL  GAS  
新規設備投資 LOG（INV_S） 0.0003 0.0013  0.0002  
補助金 LOG（SUB1） 0.0016 *** 0.0014 *** 0.0016 ***
石炭価格 LOG （Fuel） -0.0003 -0.0008 ** -0.0004  
1998 年度ダミー変数 DUMMY1998 -0.0014 ** -0.0012 *** -0.0013 ** 
残差診断 OIL COAL  GAS 
ダービンワトソン検定 DW 2.2444 2.3680  2.1925 
Akaike info criterion -12.163 -12.413  -12.150 
Schwarz criterion -11.921 -12.171  -11.909 
R 二乗 R-squared 0.6537 0.7304  0.6494 
自由度調整済 R 二乗 0.5278 0.6323  0.5219 






KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.1 (March 2014)
